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税務訴訟資料 第２６７号－４６（順号１２９９５） 

大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 更正をすべき理由がない旨の通知処分取消請求事

件 

国側当事者・国（浪速税務署長） 

平成２９年３月１５日棄却・控訴 

 

判 決 

原告 甲 

同法定代理人親権者父 乙 

同法定代理人親権者母 丙 

同訴訟代理人弁護士 水野 武夫 

同 原田 裕彦 

被告 国 

同代表者法務大臣 金田 勝年 

処分行政庁 浪速税務署長 

 番匠 勇 

同指定代理人 今村 弘 

同 松山 修 

同 長西 研太 

同 楠 知典 

同 辻 清人 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 浪速税務署長が平成２６年５月２３日付けで原告に対してした、原告の平成２３年分の所得

税の更正の請求について更正をすべき理由がない旨の通知処分（以下「本件通知処分１」とい

う。）を取り消す。 

２ 浪速税務署長が平成２６年５月２３日付けで原告に対してした、原告の平成２４年分の所得

税の更正の請求について更正をすべき理由がない旨の通知処分（以下「本件通知処分２」とい

う。）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 要旨 

 原告は、別紙１物件目録記載の土地及び各建物（以下、同土地を「本件土地」、同各建物を

「本件各建物」といい、本件土地と本件各建物を併せて「本件土地建物」という。）の贈与を

受け、本件土地建物の価額の合計額を課税価格とする平成２２年分の贈与税（以下「本件贈与
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税」という。）を納付した上で、本件各建物を賃貸して賃料収入を得ていた。そして、原告は、

本件各建物の賃貸による不動産所得の金額の計算上、本件贈与税の金額を必要経費に算入する

ことなく、納付すべき税額を算出した平成２３年分及び平成２４年分の所得税の確定申告書を

それぞれ提出した。 

 本件は、原告が、上記提出後、本件贈与税の金額は、平成２３年分の本件各建物の賃貸によ

る不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入すべき金額に該当し、平成２３年分の所得税の

金額の計算上生じる純損失の金額を平成２４年分の所得税の金額の計算上控除すべきであると

して、平成２３年分及び平成２４年分の所得税の更正の請求をしたところ、浪速税務署長から、

各更正の請求について、更正をすべき理由がない旨の本件通知処分１及び本件通知処分２（以

下併せて「本件各通知処分」という。）を受けたことから、本件各通知処分は、①本件贈与税

が本件各建物の賃貸による不動産所得の必要経費に該当するにもかかわらずされたものであり、

また、②行政手続法８条１項に定める理由を示すことなくされたものであるから、違法である

旨主張して、被告に対し、本件各通知処分の取消しを求める事案である。 

２ 関係法令の定め 

（１）所得税法（平成２５年法律第５号による改正前のものをいう。以下、別紙３「課税の根拠

及び計算」を含め、同じ。）の定め 

ア 不動産所得 

 所得税法２６条１項は、不動産所得とは、不動産等の貸付けによる所得をいう旨規定す

る。同条２項は、不動産所得の金額は、その年中の不動産所得に係る総収入金額から必要

経費を控除した金額とする旨規定する。 

イ 必要経費 

 所得税法３７条１項は、その年分の不動産所得等の金額の計算上必要経費に算入すべき

金額は、別段の定めがあるものを除き、「これらの所得の総収入金額に係る売上原価その

他当該総収入金額を得るため直接に要した費用の額及びその年における販売費、一般管理

費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用（償却費以外の費用でその年に

おいて債務の確定しないものを除く。）の額」とする旨規定する。 

ウ 家事関連費等の必要経費不算入等 

 所得税法４５条１項は、居住者が支出し又は納付する次の各号に掲げるものの額は、そ

の者の不動産所得等の金額の計算上、必要経費に算入しない旨規定する。 

１号 家事上の経費及びこれに関連する経費で政令で定めるもの 

２号 所得税（不動産所得等を生ずべき事業を行う居住者が納付する所得税法１３１条３

項〔確定申告税額の延納に係る利子税〕又は１３６条〔延払条件付譲渡に係る所得税

額の延納に係る利子税〕の規定による利子税で、その事業についてのこれらの所得に

係る所得税の額に対応するものとして政令で定めるものを除く。） 

３号 所得税以外の国税に係る延滞税、過少申告加算税、無申告加算税、不納付加算税及

び重加算税並びに印紙税法の規定による過怠税 

４号 地方税法の規定による道府県民税及び市町村民税（都民税及び特別区民税を含

む。） 

５号 地方税法の規定による延滞金、過少申告加算金、不申告加算金及び重加算金 

６号 罰金及び科料（通告処分による罰金又は科料に相当するもの及び外国又はその地方
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公共団体が課する罰金又は科料に相当するものを含む。）並びに過料 

７号 損害賠償金（これに類するものを含む。）で政令で定めるもの 

８号 国民生活安定緊急措置法の規定による課徴金及び延滞金 

９号 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の規定による課徴金及び延滞金

（外国若しくはその地方公共団体又は国際機関が納付を命ずるこれらに類するものを

含む。） 

10号 金融商品取引法第６章の２（課徴金）の規定による課徴金及び延滞金 

11号 公認会計士法の規定による課徴金及び延滞金 

エ 家事関連費 

 所得税法施行令９６条は、同法４５条１項１号（必要経費とされない家事関連費）に規

定する政令で定める経費は、次の各号に掲げる経費以外の経費とする旨規定する。 

１号 家事上の経費に関連する経費の主たる部分が不動産所得等を生ずべき業務の遂行上

必要であり、かつ、その必要である部分を明らかに区分することができる場合におけ

る当該部分に相当する経費 

２号 前号に掲げるもののほか、青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受け

ている居住者に係る家事上の経費に関連する経費のうち、取引の記録等に基づいて、

不動産所得等を生ずべき業務の遂行上直接必要であったことが明らかにされる部分の

金額に相当する経費 

オ 純損失の繰越控除 

 所得税法７０条１項は、確定申告書を提出する居住者のその年の前年以前３年内の各年

（その年分の所得税につき青色申告書を提出している年に限る。）において生じた純損失

の金額がある場合には、当該純損失の金額に相当する金額は、政令で定めるところにより、

当該確定申告書に係る年分の総所得金額の計算上控除する旨規定する。 

（２）相続税法（平成２５年法律第５号による改正前のものをいう。以下同じ。）の定め 

 相続税法１条の４は、その柱書きにおいて、同条各号のいずれかに掲げる者は、同法によ

り、贈与税を納める義務がある旨規定し、その各号において、贈与により財産を取得した個

人で所定の要件を満たすものを掲げている。 

 同法２条の２は、同法１条の４各号の規定に該当する者について、その者が贈与により取

得した財産に対し、贈与税を課する旨規定する。 

 同法２１条の２第１項ないし第３項は、贈与により財産を取得した者が所定の期間内に贈

与により取得した財産の価額の合計額をもって、贈与税の課税価格とする旨規定する。 

（３）国税通則法及び行政手続法の定め 

 国税通則法７４条の１４第１項は、行政手続法３条１項（適用除外）に定めるもののほか、

国税に関する法律に基づき行われる処分その他公権力の行使に当たる行為については、行政

手続法第２章（申請に対する処分）（８条〔理由の提示〕を除く。）の規定は、適用しない旨

規定する。 

 行政手続法８条１項本文は、行政庁は、申請により求められた許認可等を拒否する処分を

する場合は、申請者に対し、同時に、当該処分の理由を示さなければならない旨規定する。

同条２項は、上記処分を書面でするときは、上記理由は、書面により示さなければならない

旨規定する。 
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（４）所得税基本通達（昭和４５年７月１日直審（所）３０（例規））の定め 

 平成１７年６月２４日付け課個２－２３ほか３課共同「『所得税基本通達の制定につい

て』の一部改正について（法令解釈通達）」による改正（以下「本件通達改正」という。）前

の所得税基本通達３７－５（以下「旧通達」という。乙２８）本文においては、業務の用に

供される資産に係る登録免許税（登録に要する費用を含み、その資産の取得価額に算入され

るものを除く。）、不動産取得税等は、当該業務に係る各種所得の金額の計算上必要経費に算

入する旨規定されていたが、上記業務の用に供される資産に、相続、遺贈又は贈与により取

得した資産を含む旨の規定は置かれていなかった。 

 本件通達改正後の所得税基本通達３７－５（以下「新通達」という。乙２９）においては、

上記本文に（注）１が追加され、上記業務の用に供される資産には、相続、遺贈又は贈与に

より取得した資産を含むものとする旨規定されている。（乙２９） 

３ 前提となる事実 

 以下の事実は、当事者間に争いがないか、後掲の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認める

ことができる。 

（１）原告（平成●年●月●日生）の父である乙は、本件土地上に存する本件各建物を賃貸業務

の用に供し、賃料収入を得ていたところ、平成２２年４月１日、原告に対し、本件土地建物

を贈与した。原告は、同日以降、本件各建物の賃貸業務を継続し、賃料収入を得ている。

（甲１、乙１～３、４の２） 

（２）原告は、平成２３年３月１１日、上記（１）のとおり贈与された本件土地建物の価額の合

計額を課税価格とした上で、平成２２年分贈与税（本件贈与税）として、２５４４万５５０

０円を納付した。（乙４の１・２） 

（３）原告は、平成２４年３月１５日、浪速税務署長に対し、別紙２「課税の経緯」の「確定申

告」欄中「平成２３年分」欄の内容が記載された平成２３年分の所得税の確定申告書（以下

「本件確定申告書１」という。）を提出した。（乙５） 

 原告は、本件確定申告書１に記載された不動産所得の金額の計算上、同年分の本件各建物

の賃貸による賃料収入の金額を総収入金額に算入したが、本件贈与税の金額を必要経費に算

入しなかった。 

（４）原告は、平成２５年３月１５日、浪速税務署長に対し、別紙２「課税の経緯」の「確定申

告」欄中「平成２４年分」欄の内容が記載された平成２４年分の所得税の確定申告書（以下

「本件確定申告書２」という。）を提出した。（乙６） 

 原告は、本件確定申告書２に記載された不動産所得の金額の計算上、同年分の本件各建物

の賃貸による賃料収入の金額を総収入金額に算入したが、前記のとおり平成２３年分の不動

産所得の金額の計算上本件贈与税の金額を必要経費に算入しないことを前提として、本件確

定申告書２の「本年分で差し引く繰越損失額」欄には何らの記載もしなかった。 

（５）ア 原告は、平成２６年４月２日、浪速税務署長に対し、本件贈与税の金額は、本件各建

物の賃貸による不動産所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額に該当する旨主張

して、平成２３年分の所得税につき、別紙２「課税の経緯」の「更正の請求」欄中「平

成２３年分」欄の記載内容のとおり更正をすべき旨の請求（以下「本件更正請求１」と

いう。）をした。（乙７） 

イ 原告は、同日、浪速税務署長に対し、上記アのとおり本件贈与税の金額を必要経費に
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算入することによって平成２３年分の所得税の金額の計算上生じる純損失の金額を、平

成２４年分の所得税の金額の計算上控除すべきである旨主張して、同年分の所得税につ

き、別紙「課税の経緯」の「更正の請求」欄中「平成２４年分」欄の記載内容のとおり

更正をすべき旨の請求（以下「本件更正請求２」という。）をした。（乙８） 

（６）ア 浪速税務署長は、平成２６年５月２３日付けで、原告に対し、本件更正請求１につい

て更正をすべき理由がない旨が記載された書面（以下「本件通知書１」という。）によ

って、本件通知処分１をした。 

 本件通知書１には、本件通知処分１の理由として、「あなたは、不動産所得の金額の

計算上、必要経費額を過少に計上していたことを理由として、平成２３年分の所得税の

更正の請求書を提出しています。不動産所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額

は、別段の定めがあるものを除き、不動産所得の総収入金額を得るために直接要した費

用の額及びその年における販売費、一般管理費その他不動産所得の生ずべき業務につい

て生じた費用の額とする旨規定しており、ここでいう必要経費とは、収益を獲得するた

めの経済的な価値犠牲を意味し、『客観的』にみて、業務と『直接』関連があり、かつ、

業務の遂行上『通常』必要な支出と解されています。しかしながら、あなたが必要経費

として計算した贈与税は、不動産所得を生ずべき業務の用に供されていると否とにかか

わらず、贈与によって承継した財産の額に担税力を認めて課税するものであり、所得税

法３７条に規定する必要経費には該当しません。」と記載されていた。 

（乙９） 

イ 浪速税務署長は、同日付けで、原告に対し、本件更正請求２について更正をすべき理

由がない旨が記載された書面（以下「本件通知書２」という。）によって、本件通知処

分２をした。 

 本件通知書２には、本件通知処分２の理由として、「あなたは、平成２５年３月１５

日に提出した平成２４年分の所得税の確定申告書について、平成２６年４月２日に提出

した平成２３年分の所得税の更正の請求書に係る純損失の繰越控除額の適用を求めて平

成２４年分の所得税の更正の請求書を同日に提出しています。しかしながら、あなたが

平成２３年分の所得税の更正の請求書で必要経費として計算した贈与税は、不動産所得

を生ずべき業務の用に供されていると否とにかかわらず、贈与によって承継した財産の

額に担税力を認めて課税するものであり、所得税法３７条に規定する必要経費には該当

しませんので、平成２３年分の更正の請求書について更正すべき理由がなく、平成２４

年分に繰り越すべき純損失の金額も生じません。」と記載されていた。 

（乙１０） 

（７）原告は、平成２６年７月７日、浪速税務署長に対し、本件各通知処分の全部取消しを求め

て、それぞれ異議申立てをしたが、浪速税務署長は、同年１０月１日付けで、上記各異議申

立てについて、これを棄却する旨の各決定をした。（乙１１～１４） 

（８）原告は、同月３０日、国税不服審判所長に対し、本件各通知処分の全部取消しを求めて、

審査請求をしたが、国税不服審判所長は、平成２７年９月１１日付けで、原告の審査請求を

いずれも棄却する旨の裁決をした。（乙１５、１６） 

（９）原告は、同年１１月１６日、本件訴訟を提起した。（当裁判所に顕著な事実） 

４ 税額等に関する当事者の主張 
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 被告が本件訴訟において主張する本件各通知処分の根拠及び計算は、別紙３「課税の根拠及

び計算」のとおりであるところ、原告は、下記５の争点１に関する部分を除き、その計算の基

礎となる金額及び計算方法を明らかに争わない。 

５ 争点及び当事者の主張 

 本件の争点は、①本件贈与税の金額が、平成２３年分の本件各建物の賃貸による不動産所得

の金額の計算上、必要経費に算入すべき金額に該当するか（争点１）、②本件各通知処分は、

原告に対し行政手続法８条１項に定める理由を示してされたものであるか（争点２）である。 

（１）争点１（必要経費該当性）について 

（被告の主張） 

 以下のとおり、本件贈与税の金額は、平成２３年分の本件各建物の賃貸による不動産所得

の金額の計算上、必要経費に算入すべき金額に該当しない。 

ア 必要経費の意義及び要件 

 所得税法３７条１項は、不動産所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額は、①そ

の所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用

（個別対応の費用）の額及び②その年における販売費、一般管理費その他その所得を生ず

べき業務について生じた費用（一般対応の費用）の額とする旨規定する。 

 同項は、必要経費を、それが生み出すことに役立った収入と対応させ、その収入から控

除するという費用収益対応の原則に基づくものである。また、所得税法は、所得の区分に

より収入金額から控除される内容を別異に規定しており、必要経費を算入する際には、当

該費用がどの区分の所得について生じたものであるのかを明らかにする必要がある。さら

に、個人は、所得稼得行為の主体であると同時に消費経済の主体でもあり、その支出につ

いては、消費としての支出（家事費）と必要経費としての支出を、客観的な基準に基づい

て厳格に区別する必要がある。 

 以上によれば、所得税法３７条１項が規定する必要経費として、ある支出が収入金額か

ら控除されるためには、個別対応の費用であるか一般対応の費用であるかにかかわらず、

客観的にみて、それが事業活動と直接の関連を持ち（事業との直接関連性）、かつ、事業

の遂行上必要な費用でなければならない（事業遂行上の必要性）というべきである。 

イ 贈与税の必要経費該当性について 

（ア）贈与税は、贈与された財産が不動産賃貸業の対象とされているか否かに関係なく、贈

与という無償行為がされたことに起因して課されるものであるから、不動産賃貸業につ

いて生じた支出であるとも、不動産賃貸業における収益を生み出すための支出であると

もいえない。 

 そして、贈与税は、相続税の補完税であるところ、不動産所得を生ずべき事業用資産

の相続に伴う相続税の支払は、当該事業活動を遂行する上で行われるものと評価するこ

とはできない。また、贈与税の支払は、不動産所得を生ずべき事業用資産の贈与に伴う

ものであっても、資産の無償取得に伴う所得の処分という性質を持つものと評価すべき

である。 

 したがって、贈与税は、不動産所得を生ずべき事業活動と直接にも間接にも関連を持

つとはいえず、また、事業の遂行上必要な費用とはいえないから、贈与税の金額を不動

産所得の金額の計算上必要経費に算入することはできない。 
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（イ）また、所得税法上、例えば、同一の年に贈与により事業用資産と非事業用資産を取得

したような場合に、贈与税の金額のうち必要経費に算入される部分を計算する方法につ

いて定めた規定はない。そして、仮に何らかの計算方法により按分して必要経費に算入

される贈与税を算出するとしても、ある事業用資産を贈与により単体で取得した者と上

記のように非事業用資産と併せて取得した者との間において、累進税率（相続税法２１

条の７）の相違により必要経費算入額に差異が生じ得る。さらに、同額の資産の贈与を

受けた者であっても、配偶者控除（同法２１条の６）等の人的控除の有無により算出さ

れる贈与税の金額が異なり得る。 

 このように、所得税法上、必要経費に算入される贈与税の計算の方法について定めた

規定はない上、仮に贈与税の必要経費算入が認められるとすれば、租税負担の公平を害

する不合理な結果が生じることも踏まえると、所得税法は、そもそも贈与税を必要経費

とすることを想定していないと解すべきである。 

ウ 新通達について 

（ア）原告は、新通達において、贈与により取得した業務用資産に係る登録免許税等を必要

経費に算入することが認められていることから、同様に贈与税を必要経費に算入するこ

ともできると解すべきである旨主張する。 

（イ）もともと旧通達は、購入により取得した業務用資産に係る登録免許税等を必要経費に

算入することを認めていたが、贈与等により取得した業務用資産に係る登録免許税等は

家事費として取り扱い、必要経費に算入することを認めていなかった。その後、贈与に

より取得した非業務用資産であるゴルフ会員権の名義書換手数料が譲渡所得の取得費に

当たるとした最高裁判所平成１７年２月１日第三小法廷判決・集民２１６号２７９頁

（以下「平成１７年最高裁判決」という。）を受けて、その射程外である業務用資産に

関する旧通達についても、本件通達改正がなされたが、新通達は、上記のとおり旧通達

において購入により取得した業務用資産に係る登録免許税等の必要経費への算入が認め

られていたこととのバランスに配慮して、贈与等により取得した業務用資産に係る登録

免許税等の必要経費への算入を認めたものである（国税不服審判所平成１８年６月８日

裁決・裁決事例集Ｎｏ．７１ １７８頁参照〔乙３０〕）。 

 以上のように、本件通達改正の契機となった平成１７年最高裁判決は、非事業用資産

の贈与に伴い支払われた費用が、譲渡所得の取得費に該当するか否かを判断したもので

あり、また、新通達も、事業用資産を贈与等によって取得した場合について登録免許税

等の必要経費への算入を認めたものにすぎず、いずれも贈与税が必要経費に該当するこ

とを認めたものではない。 

（ウ）そして、新通達が必要経費に算入することを認める登録免許税等は、いずれも主とし

て物的な側面に着目して課される物税である。贈与税は、主として人的な側面に着目し

て課される人税であり、登録免許税等とは性質を異にするから、新通達において登録免

許税等の必要経費への算入が認められているからといって、贈与税についても同様に必

要経費への算入を認めるべきということはできない。 

（エ）以上のとおり、本件通達改正の経緯や新通達が必要経費への算入を認めている租税の

性質等に照らせば、新通達を根拠として、贈与税の必要経費への算入が認められている

と解することはできないから、原告の前記（ア）の主張は失当である。 
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エ まとめ 

 上記のとおり、そもそも所得税法は、贈与税を必要経費に算入することを想定していな

い上、贈与税は、不動産所得を生ずべき事業活動と直接にも間接にも関連を持つとはいえ

ず、また、当該事業の遂行上必要な費用であるということもできない。 

 したがって、本件贈与税の金額は、平成２３年分の本件各建物の賃貸による不動産所得

の金額の計算上、必要経費に算入すべき金額に該当しない。このような解釈を前提として

された本件各通知処分に何らの違法もない。 

（原告の主張） 

 以下のとおり、本件贈与税の金額は、平成２３年分の本件各建物の賃貸による不動産所得

の金額の計算上、必要経費に算入すべき金額に該当する。 

ア 必要経費の意義及び要件 

 所得税法３７条１項は、①売上原価その他当該総収入金額を得るため直接に要した費用

（個別対応の費用）の額及び②販売費、一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務に

ついて生じた費用（一般対応の費用）の額を、必要経費に算入すべき金額とする旨規定す

る。 

 同項は、個別対応の費用とは異なり、一般対応の費用については「直接」との文言を用

いておらず、ある費用が一般対応の費用に該当するために、事業活動と直接の関連を持つ

こと（直接性）を要求する法律上の根拠はない。また、所得税法施行令９６条１号は、家

事関連費のうち必要経費に算入することができるものについて、経費の主たる部分が「事

業所得を…生ずべき業務の遂行上必要」であることを要すると規定している。そうすると、

一般対応の費用については、上記直接性は要求されず、事業の遂行上必要な費用であれば、

必要経費に該当すると解すべきである。 

イ 本件贈与税の必要経費該当性について 

（ア）不動産賃貸により不動産所得を得るためには、当該不動産の賃貸権原を有しているこ

とが必要であるところ、原告は、本件各建物の賃貸による不動産所得を得るために、本

件土地建物の贈与を受け、そのために本件贈与税を納付した。 

 本件贈与税は、上記のとおり本件各建物の賃貸権原を取得するために納付されたもの

であり、本件各建物の賃貸による賃料収入を得るため直接に要した費用として、個別対

応の費用に当たる。 

 また、本件贈与税は、原告が本件各建物の賃貸を行う上で必要な費用であったという

ことができるから、本件各建物の賃貸による不動産所得を生ずべき業務について生じた

費用として、一般対応の費用に当たる。 

 したがって、本件贈与税は、本件各建物の賃貸による不動産所得の金額の計算上、必

要経費に算入されるべきである。 

（イ）被告は、所得税法上、必要経費に算入される贈与税の計算の方法について定めた規定

はないなどとして、所得税法は、そもそも贈与税を必要経費とすることを想定していな

い旨主張する。 

 しかし、贈与により事業用資産と非事業用資産を取得した場合には、事業に供する面

積の割合等を考慮するなどして、適切な按分を行うことにより贈与税の金額のうち必要

経費に算入される部分を計算することが可能である。また、事業用資産を贈与により単
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体で取得した者と上記のように非事業用資産と併せて取得した者との間において贈与税

の税率が異なり得ることや、同額の資産の贈与を受けた者であっても人的控除の有無に

より贈与税の金額が異なり得ることは、贈与税に関する法令の規定上やむを得ないこと

であり、所得税法が贈与税の必要経費への算入を認めていないことの根拠とはならない。 

 したがって、被告の上記主張は失当である。 

ウ 新通達について 

（ア）新通達においては、贈与により取得した業務用資産に係る登録免許税、不動産取得税

等を、不動産所得の必要経費に算入することが認められている。そうすると、贈与によ

り取得した業務用資産に係る贈与税も、登録免許税等と同様に、必要経費に算入される

と解すべきである。 

（イ）被告は、本件通達改正の経緯に照らせば、新通達を根拠として、贈与税の必要経費へ

の算入が認められていると解することはできない旨主張する。 

 しかし、本件通達改正の契機となった平成１７年最高裁判決は、受贈者が贈与者から

資産を取得するための付随費用の額は、収入金額から控除されるべき性質のものである

として、贈与により取得したゴルフ会員権の名義書換手数料が譲渡所得の取得費に当た

ると判示したものである。このような平成１７年最高裁判決の趣旨に照らせば、新通達

において、贈与により取得した業務用資産に係る登録免許税等の必要経費への算入が認

められるのと同様に、贈与税も、収入金額から控除されるべき性質のものであるから、

必要経費への算入が認められるべきである。 

 したがって、被告の上記主張は、失当である。 

（ウ）また、被告は、新通達が必要経費に算入することを認める登録免許税等は、いずれも

物税であり、人税である贈与税とは性質を異にするから、新通達を根拠として、贈与税

の必要経費への算入を認めるべきということはできない旨主張する。 

 しかし、贈与税が人税であるからといって、直ちに必要経費に該当しないと解すべき

法的根拠はない。 

 また、所得税法４５条１項２号は、同法１３１条３項又は１３６条の規定による利子

税の必要経費への算入を認める旨規定し、また、地方税法７２条の２第３項は、個人の

行う事業に対する事業税は、所得を課税標準として課する旨規定するところ、上記利子

税及び事業税はいずれも人税であるにもかかわらず、必要経費に算入することができる

ものと解されている。 

 したがって、贈与税が人税であるからといって、必要経費に該当しない旨の被告の上

記主張は、失当というべきである。 

エ 所得税法４５条１項について 

 所得税法４５条１項各号は、不動産所得の金額の計算上、必要経費に算入しないものを

掲げているところ、贈与税は、上記各号において掲げられていない。したがって、所得税

法は、贈与税を一律に必要経費に算入しない取扱いとはしておらず、同法３７条１項の個

別対応の費用又は一般対応の費用に該当する限り、贈与税が必要経費に該当することを肯

定しているというべきである。 

オ まとめ 

 以上のとおり、新通達や所得税法４５条１項各号に照らして、所得税法上、贈与税は、
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同法３７条１項の要件を満たす限り必要経費に該当することが肯定されていると解すべき

ところ、本件贈与税は、本件各建物の賃貸による不動産所得について、個別対応の費用又

は一般対応の費用に当たるから、平成２３年分の本件各建物の賃貸による不動産所得の金

額の計算上、必要経費に算入すべき金額に該当するというべきである。この点の解釈を誤

ってされた本件各通知処分は、違法であって、取消しを免れない。 

（２）争点２（理由提示）について 

（被告の主張） 

 本件通知書１には、所得税法３７条１項が規定する必要経費の意義及び要件が記載された

上で、本件贈与税がその要件を満たさないとして、更正をすべき理由がないとの結論に至っ

たことが記載されている。また、本件通知書２には、同様に必要経費の意義及び要件が記載

された上で、本件贈与税がその要件を満たさず、平成２４年分に繰り越す純損失の金額も生

じないとして、更正をすべき理由がないとの結論に至ったことが記載されている。 

 上記のとおり、本件通知書１及び本件通知書２に記載された処分理由は、いかなる事実関

係に基づきいかなる法規を適用して処分がされたかをその記載自体から了知し得るものであ

り、行政庁の恣意抑制及び申請者の不服申立ての便宜という理由提示の趣旨を充足する程度

に本件各通知処分の理由を示したものである。したがって、本件各通知処分は、原告に対し

行政手続法８条１項に定める理由を示してされたものであり、手続的にも適法である。 

（原告の主張） 

 本件通知書１及び本件通知書２に記載された処分理由は、贈与税が贈与によって承継した

財産の額に担税力を認めて課税するものであるなどとして、贈与税自体の一般的な説明をし

た上で、本件贈与税が必要経費に当たらないとの結論のみを述べるものであり、①本件贈与

税が個別対応の費用に当たらないこと、②本件贈与税が一般対応の費用に当たらないこと、

③本件贈与税が必要経費に算入されないことについて別段の定めがあること等、本件贈与税

が必要経費に当たらないことの理由を全く示していない。 

 したがって、本件各通知処分は、原告の不服の事由に対応してその結論に到達した過程を

明らかにしたものであるということはできないから、原告に対し行政手続法８条１項に定め

る理由を示してされたものではなく、そのような手続的瑕疵のある本件各通知処分は違法で

あって、取消しを免れない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（必要経費該当性）について 

（１）所得税法３７条１項は、その年分の不動産所得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額

は、別段の定めがあるものを除き、①「所得の総収入金額に係る売上原価その他当該総収入

金額を得るため直接に要した費用の額」（同項前段）及び②「その年における販売費、一般

管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた費用…の額」（同項後段）とする

旨規定する。 

 同項は、いわゆる費用収益対応の原則（必要経費は、それが生み出すことに役立った収入

と対応させ、その収入から控除しなければならないという原則）により、特定の収入との対

応関係を明らかにできる費用についてはそれが生み出した収入の帰属する年度の必要経費と

すべきであり（以下、これを「個別対応」という。）、特定の収入との対応関係を明らかにで

きない費用についてはそれが生じた年度の必要経費とすべきである（以下、これを「一般対
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応」という。）ことから、必要経費を二つに区分し、個別対応の費用に相当するものとして

上記①の費用の額を、一般対応の費用に相当するものとして上記②の費用の額をそれぞれ定

めたものと解される。 

 そして、上記のとおり同項が、個別対応の費用について、不動産所得の総収入金額を得る

ため「直接に要した」費用と規定し、一般対応の費用について、不動産所得を生ずべき「業

務について」生じた費用と規定していることからすれば、ある費用が不動産所得に係る個別

対応の費用又は一般対応の費用に該当するといえるためには、少なくとも、当該費用が不動

産の賃貸業務と関連することを要するものと解される。 

（２）そこで、本件贈与税が、不動産の賃貸業務と関連するかについて検討すると、まず、相続

税法は、個人が贈与により取得した個々の財産の価額ではなく、所定の期間内に贈与により

取得した財産の価額の合計額をもって課税価格とする旨規定している（２１条の２第１項な

いし第３項）。そして、相続税法は、贈与税の課税財産につき、贈与により取得した財産に

対し贈与税を課する旨規定するにとどまり（２条の２）、その種類、内容等を限定する規定

を設けておらず、上記課税財産には、財産権の対象となる一切の物及び権利が含まれるもの

と解される。また、相続税法は、贈与により財産を取得した個人で所定の要件を満たすもの

は、贈与税を納める義務がある旨規定し（１条の４）、贈与税の課税原因を贈与と規定して

いるのであって、当該贈与に関連する他の諸事情が課税原因となることをうかがわせる規定

は見当たらない。以上のような相続税法の諸規定に照らすと、贈与税は、贈与により無償で

移転した財産の価額に相当する経済的価値を課税対象とするものであると解される。 

 上記のように解することは、贈与税が、同様に相続財産の経済的価値を課税対象とする相

続税の補完税として位置付けられていることからも、相当ということができる。 

 また、所得税は、人が収入等の形で新たに取得する経済的価値である所得を課税対象とす

るところ、所得税法９条１項１６号が、同一の経済的価値に対する相続税又は贈与税と所得

税との二重課税を排除することを趣旨として、所得のうち、相続、遺贈又は個人からの贈与

により取得するもの（相続税法の規定により相続、遺贈又は個人からの贈与により取得した

ものとみなされるものを含む。）には所得税を課さないこととしていること（最高裁判所平

成２２年７月６日第三小法廷判決・民集６４巻５号１２７７頁参照）は、相続税及び贈与税

と所得税とが、いずれも取得された経済的価値を課税対象とすることを裏付けるものという

ことができる。 

 そして、不動産所得を生ずべき賃貸業務の用に供される不動産を贈与により取得した場合

には、当該贈与につき贈与税の納税義務が生ずることとなる。しかし、前記のとおり、贈与

税は、財産の価額に相当する経済的価値を課税対象とするものであって、個々の贈与財産を

課税対象とするものではないから、上記不動産の贈与に係る贈与税は、上記賃貸業務におけ

る具体的な不動産の取得と関連性を有するものということはできない。また、贈与税は、贈

与を課税原因とするものであって、上記賃貸業務を課税原因とするものではないから、上記

不動産の贈与に係る贈与税が、上記賃貸業務との関連性を有するということもできない。以

上によれば、不動産所得を生ずべき賃貸業務の用に供される不動産を贈与により取得した場

合に納付する贈与税は、当該賃貸業務との関連性を欠くものというべきであり、原告が、そ

の父によって賃貸業務の用に供されていた本件各建物及びその敷地である本件土地を贈与に

より取得した際に納付した本件贈与税も、本件各建物の賃貸業務との関連性を認めることは
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できない。 

（３）ア 原告は、本件贈与税は、原告が本件各建物の賃貸権原を取得するために納付されたも

のであり、本件各建物の賃貸を行う上で必要な費用であったということができるから、

個別対応の費用又は一般対応の費用として、本件各建物の賃貸による不動産所得の必要

経費に該当する旨主張する。 

 しかし、前記のとおり、贈与税は、贈与により無償で移転した財産の価額に相当する

経済的価値を課税対象とするものであり、その法的性質からして、不動産所得を生ずべ

き賃貸業務との関連性を欠くものというべきであるから、本件贈与税の納付に係る具体

的事情のいかんにかかわらず、本件贈与税は、本件各建物の賃貸による不動産所得の必

要経費に該当するものということはできない。 

 したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

イ（ア）原告は、新通達において贈与により取得した業務用資産に係る登録免許税、不動

産取得税等の必要経費への算入が認められていることや、本件通達改正の契機とな

った平成１７年最高裁判決の趣旨に照らせば、贈与税を不動産所得の必要経費に算

入することが認められるべきである旨主張する。 

（イ）そこで、本件通達改正の経緯や理由について検討すると、もともと旧通達におい

ては、業務の用に供される資産に係る登録免許税、不動産取得税等は、当該業務に

係る各種所得の必要経費に算入するものとされていたが、上記業務の用に供される

資産に、相続、遺贈又は贈与により取得した資産を含む旨の規定は置かれていなか

った（乙２８）。 

 その後、ゴルフ会員権の受贈者がその贈与を受けた際に支払った名義書換手数料

の額は、受贈者が同会員権を譲渡した場合に所得税法６０条１項に基づいてされる

譲渡所得の金額の計算において、同法３８条１項にいう「資産の取得に要した金

額」に算入されるものとした平成１７年最高裁判決を受けて、同年６月２７日付け

課資３－７ほか２課共同「『租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取

扱いについて』等の一部改正について（法令解釈通達）」による改正によって所得

税基本通達６０－２が追加され、贈与等により譲渡所得の基因となる資産を取得し

た場合において、当該資産を取得するために通常必要と認められる費用のうち当該

資産に対応する金額は、当該資産の取得費に算入できることとされた（乙２９）。 

 本件通達改正は、上記所得税基本通達６０－２の追加を背景とするものであり、

業務の用に供される資産について、贈与等により取得した場合の登録免許税等を譲

渡所得の取得費に算入する取扱いとする余地もあったが、旧通達において、業務の

用に供される資産を購入により取得した場合において登録免許税等を必要経費に算

入する取扱いとされていたことに配慮して、新通達において、相続、遺贈又は贈与

により取得した資産を含め、業務の用に供される資産に係る登録免許税等を必要経

費に算入することとしたものである（乙３０）。 

 以上のような本件通達改正の経緯や理由に照らすと、本件通達改正は、所得税法

３７条１項の解釈について検討した結果としてではなく、業務の用に供される資産

に係る登録免許税等の取扱いにつき、当該資産を購入により取得した場合と贈与等

により取得した場合との均衡に配慮して、旧通達を改正したものにすぎないものと
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解される。そうすると、新通達において、贈与等により取得した業務の用に供され

る資産に係る登録免許税等を必要経費に算入することが認められているからといっ

て、そこから直ちに、贈与税を不動産所得の必要経費に算入することが認められる

べきであるとは解されない。 

（ウ）また、上記の点はさて措き、不動産所得を生ずべき賃貸業務の用に供される不動

産に係る不動産取得税や登録免許税が、所得税法３７条１項の規定する不動産所得

の必要経費に該当するかについて検討すると、これらは、いずれも各種の経済取引

又はその表現たる行為に担税力を認めて課される流通税であり、上記不動産に係る

不動産取得税は、上記不動産の取得に対して当該不動産の取得者に課され（地方税

法７３条の２第１項）、取得時の不動産の価格を課税標準とし（同法７３条の１３）、

登録免許税は、登記について登記を受ける者に課され（登録免許税法２条、３条）、

不動産の価額を課税標準とする（同法９条、別表第一）。 

 このように、不動産取得税や登録免許税は、いずれも特定の不動産に係る取得や

その表現行為たる登記を課税対象とする租税であって、当該特定の不動産による賃

貸業務との関係において、必要経費に該当するための関連性を肯定し得るものとい

うことができる（なお、新通達は、固定資産税についても必要経費への算入を認め

ているが、固定資産税は、固定資産の所有者に課され〔地方税法３４３条１項〕、

基準年度に係る賦課期日における個別の固定資産の価格を課税標準としており〔同

法３４９条１項、３４９条の２〕、特定の固定資産を課税対象とするものであるか

ら、上記の関連性を肯定し得る点において、不動産取得税や登録免許税と異なると

ころはない。）。 

 他方、前記のとおり、贈与税は、財産の価額に相当する経済的価値を課税対象と

するものであって、特定の不動産の取得等を課税対象とするものではないから、不

動産取得税や登録免許税とは法的性質を異にし、上記関連性を肯定することはでき

ない。 

 したがって、不動産取得税や登録免許税が所得税法３７条１項の規定する不動産

所得の必要経費に該当するとしても、贈与税も同様に不動産所得の必要経費に該当

するということはできない。 

（エ）そして、平成１７年最高裁判決は、ゴルフ会員権の受贈者がその贈与を受けた際

に支払った名義書換手数料が譲渡所得の取得費に該当するか否かについて、所得税

法６０条１項、同法３８条１項の解釈に基づき判断を示したものにすぎず、贈与税

が同法３７条１項の不動産所得の必要経費に該当するか否かが問題となっている本

件との関係においては、事案及び争点を異にし、その射程が及ぶものとは解されな

い。 

（オ）以上によれば、新通達の内容や平成１７年最高裁判決の趣旨から、贈与税を不動

産所得の必要経費に算入すべきであるということはできないから、原告の前記

（ア）の主張は採用することができない。 

ウ 原告は、利子税や個人の行う事業に対する事業税は、贈与税と同様にいわゆる人税に

当たるところ、これらの租税については必要経費への算入が認められていることから、

贈与税も同様に不動産所得の必要経費に算入されるべきである旨主張する。 
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 確かに、所得税法４５条１項２号は、不動産所得等の金額の計算上、必要経費に算入

しないものとして所得税を掲げるが、その括弧書きにおいて、不動産所得等を生ずべき

事業を行う居住者が納付する所得税法１３１条３項又は１３６条の規定による利子税で、

その事業についてのこれらの所得に係る所得税の額に対応するものとして政令で定める

ものを、必要経費に算入しない所得税から除く旨規定する。しかし、上記利子税は、所

得税法１３１条１項又は１３２条１項に基づく所得税額の延納を認められた者が納付義

務を負うものであるところ、上記括弧書きの趣旨は、上記利子税が金融利子と類似する

ことから、必要経費への算入を許容したものと解される。贈与税は、このように金融利

子と類似するものということはできず、必要経費への算入の可否につき上記利子税と同

様に解することはできない。 

 また、地方税法７２条の２第３項は、個人の行う事業に対する事業税は、個人の行う

第一種事業、第二種事業及び第三種事業（同条８項ないし１０項）による所得を課税標

準としてその個人に課する旨規定する。このように、上記事業税は、個人の行う事業を

課税原因とする租税であり、不動産所得を生ずべき賃貸業務との関係において、必要経

費に該当するための関連性を肯定し得るものである。他方、前記のとおり、贈与税は、

贈与を課税原因とするものであって、賃貸業務を課税原因とするものではないから、上

記事業税とは法的性質を異にし、上記関連性を肯定することはできない（そもそも、事

業税は、事業を課税対象とするいわゆる物税であって〔乙３５〕、人税ではないのであ

るから、事業税が人税であることを前提とする原告の上記主張は、その前提を欠き、失

当ということもできる。）。 

 したがって、利子税や個人の行う事業に対する事業税について、必要経費への算入が

認められるからといって、贈与税も同様に不動産所得の必要経費に算入すべきであると

いうことはできないから、原告の上記主張は採用することができない。 

エ 加えて、原告は、所得税法４５条１項各号において、贈与税は、必要経費に算入しな

いものとして掲げられていないから、所得税法は、贈与税を一律に必要経費に算入しな

いものとはしておらず、同法３７条１項の要件を満たす限り、贈与税が必要経費に該当

することを肯定しているものと解すべきである旨主張する。 

 しかし、贈与税が所得税法４５条１項各号において掲げられていないからといって、

そこから直ちに、贈与税が、不動産所得を生ずべき賃貸業務との関連性を有することが

肯定されるものとは解されないから、贈与税が上記各号において掲げられていないこと

は、贈与税が、その法的性質からして、不動産所得を生ずべき賃貸業務との関連性を欠

くとの前記結論を妨げるものではない。 

 したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

（４）以上によれば、本件贈与税は、本件各建物の賃貸による不動産所得の必要経費に該当しな

いから、その金額は、平成２３年分の本件各建物の賃貸による不動産所得の金額の計算上、

必要経費に算入すべき金額に該当しない。 

２ 争点２（理由提示）について 

 行政手続法８条１項本文が、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする場合に同

時にその理由を申請者に示さなければならないとしているのは、申請に応答して許認可等を拒

否するという処分の性質に鑑み、行政庁の判断の慎重と合理性を担保してその恣意を抑制する



15 

とともに、処分の理由を申請者に知らせて不服の申立てに便宜を与える趣旨に出たものと解さ

れる。そして、同項本文に基づいてどの程度の理由を提示すべきかは、上記のような同項本文

の趣旨に照らし、当該処分の根拠法令の規定内容、当該処分の性質及び内容等を総合考慮して

これを決定すべきである（最高裁判所平成２３年６月７日第三小法廷判決・民集６５巻４号２

０８１頁参照）。 

 この見地に立って国税通則法２３条４項に基づく更正をすべき理由がない旨の通知処分につ

いて検討すると、納税申告書を提出した者は、当該申告書の提出により納付すべき金額が過大

であるときなどに、更正の請求をすることができ（同条１項）、その際は、更正の請求をする

理由、当該請求をするに至った事情の詳細等を記載した更正請求書を税務署長に提出しなけれ

ばならない（同条３項）。そして、税務署長は、更正の請求があった場合には、その請求に係

る課税標準等又は税額等について調査し、更正をし、又は更正をすべき理由がない旨をその請

求をした者に通知する（同条４項）。 

 上記規定内容に照らせば、更正をすべき理由がない旨の通知処分は、納税申告書を提出した

者から更正の請求があった場合に、その請求に係る課税標準等について調査し、更正をすべき

理由がない旨を通知する処分である。そして、行政手続法８条１項本文の上記趣旨も踏まえれ

ば、上記処分を書面でするときは、その理由として、当該書面の記載自体から、請求者が更正

の請求をする理由に対応してその結論に到達した過程が明らかにされなければならないという

べきである（最高裁判所昭和３８年５月３１日第二小法廷判決・民集１７巻４号６１７頁参

照）。 

 これを本件についてみると、前記前提となる事実（５）ア、（６）アのとおり、原告は、本

件贈与税の金額は、本件各建物の賃貸による不動産所得の金額の計算上必要経費に算入すべき

金額に該当する旨主張して、本件更正請求１をしたところ、本件通知書１には、本件通知処分

１の理由として、「必要経費とは、収益を獲得するための経済的な価値犠牲を意味し、『客観

的』にみて、業務と『直接』関連があり、かつ、業務の遂行上『通常』必要な支出と解されて

います。」、「あなたが必要経費として計算した贈与税は、不動産所得を生ずべき業務の用に供

されていると否とにかかわらず、贈与によって承継した財産の額に担税力を認めて課税するも

のであり、所得税法３７条に規定する必要経費には該当しません。」などと記載されていた。

上記記載からは、本件贈与税が不動産所得の必要経費に該当するとの原告の更正の請求の理由

に対応して、贈与税が、その性質から、客観的にみて業務との直接関連性、業務遂行上の通常

の必要性を欠くため、所得税法３７条の規定する必要経費に該当しない旨の結論に到達したこ

とが明らかにされていたということができる。 

 また、前記前提となる事実（５）イ、（６）イのとおり、原告は、本件贈与税の金額を必要

経費に算入することによって平成２３年分の所得税の金額の計算上生じる純損失の金額を、平

成２４年分の所得税の金額の計算上控除すべきである旨主張して、本件更正請求２をしたとこ

ろ、本件通知書２には、本件通知処分２の理由として、「贈与税は、不動産所得を生ずべき業

務の用に供されていると否とにかかわらず、贈与によって承継した財産の額に担税力を認めて

課税するものであり、所得税法３７条に規定する必要経費には該当しません」などと記載され

ていた。上記記載は、本件通知書１の記載と比較して簡潔ではあるものの、適用法規として所

得税法３７条が示されており、本件贈与税が不動産所得の必要経費に該当し、平成２４年分の

所得税の金額の計算上控除すべき純損失が生じるとの原告の更正の請求の理由に対応して、贈
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与税が、その性質から、同条の規定する必要経費に該当せず、上記純損失も生じない旨の結論

に到達したことが明らかにされていたということができる。 

 したがって、本件各通知処分は、いずれも原告に対し行政手続法８条１項に定める理由を示

してされたものであったということができる。本件通知処分に手続的な瑕疵は認められない。 

３ まとめ 

 これまでに判示したところ及び弁論の全趣旨によれば、争点１に関する部分を除き、計算の

基礎となる金額及び計算方法については当事者間に争いがなく、その算定過程に違法、不合理

な点はない。したがって、本件各通知処分は適法であるというべきである。 

４ 結論 

 以上によると、原告の請求はいずれも理由がないから、これらを棄却することとし、主文の

とおり判決する。 

 

大阪地方裁判所第２民事部 

裁判長裁判官 西田 隆裕 

   裁判官 山崎 雄大 

   裁判官 吉川 慶 
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別紙１ 

物件目録 

 

１ 土地 

所   在  大阪市中央区 

地   番   

地   目  宅地 

地   積  ６０．３６㎡ 

２ 建物 

（１）所   在  大阪市中央区 

家 屋 番 号   

種   類  店舗 

構   造  木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建 

床 面 積  １階 ４３．５７㎡ 

       ２階 ４２．９７㎡ 

（２）所   在  大阪市中央区 

家 屋 番 号   

種   類  店舗・事務所 

構   造  木造亜鉛メッキ鋼板葺２階建 

床 面 積  １階 ４５．６１㎡ 

       ２階 ４３．８６㎡ 
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別紙２ 

課税の経緯 

 

（単位：円） 

年
分 

申告・更正等 

 

区分 

確定申告 更正の請求      

年月日 平成24年3月15日 平成26年4月2日      

総所得金額 23,696,981 △1,648,519 

不動産所得の金額 23,388,981 △1,956,519 

 

雑所得の金額 308,000 308,000 

納付すべき税額 6,530,400 0 

平
成
23
年
分 

翌年へ繰り越す 

純損失の金額 
 1,648,519 

     

年月日 平成25年3月15日 平成26年4月2日      

総所得金額 23,369,341 21,720,822 

不動産所得の金額 23,313,341 23,313,341 

雑所得の金額 56,000 56,000  

純損失の 

繰越控除額 
 1,648,519 

平
成
24
年
分 

納付すべき税額 6,399,600 5,740,000 

     

（注）「総所得金額」欄及び「不動産所得の金額」欄の△印は、損失の金額を示す。 
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別紙３ 

課税の根拠及び計算 

 

第１ 本件通知処分１について 

１ 本件通知処分１の根拠について 

 原告の平成２３年分の所得税額等は、次のとおりである。 

（１）総所得金額 ２３６９万６９８１円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額 ２３３８万８９８１円 

 上記金額は、原告が本件確定申告書１に記載した不動産所得の金額と同額である。 

イ 雑所得の金額 ３０万８０００円 

 上記金額は、原告が本件確定申告書１に記載した雑所得の金額と同額である。 

（２）所得控除の額の合計額 ３８万円 

 上記金額は、原告が本件確定申告書１に記載した所得控除の額の合計額と同額である。 

（３）課税総所得金額 ２３３１万６０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額２３６９万６９８１円から上記（２）の所得控除の額

の合計額３８万円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）であり、原告が本件確定申告書１に記載した額と同額

である。 

（４）納付すべき税額 ６５３万０４００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額２３３１万６０００円に所得税法８９条１項（な

お、同項は、平成２５年法律第５号により改正されたが、平成２６年以前の所得税については、

同改正前の同項の規定が適用される〔同法附則５条〕。）所定の税率を乗じて算出した金額であ

り、原告が本件確定申告書１に記載した額と同額である。 

２ 本件通知処分１の計算について 

 原告の平成２３年分の納付すべき税額は、上記１（４）のとおり、６５３万０４００円である

ところ、当該金額は、原告が本件確定申告書１に記載した納付すべき税額と同額である。 

第２ 本件通知処分２について 

１ 本件通知処分２の根拠について 

 原告の平成２４年分の所得税額等は、次のとおりである。 

（１）総所得金額 ２３３６万９３４１円 

 上記金額は、次のア及びイの各金額の合計額である。 

ア 不動産所得の金額 ２３３１万３３４１円 

 上記金額は、原告が本件確定申告書２に記載した不動産所得の金額と同額である。 

イ 雑所得の金額 ５万６０００円 

 上記金額は、原告が本件確定申告書２に記載した雑所得の金額と同額である。 

（２）所得控除の額の合計額 ３８万円 

 上記金額は、原告が本件確定申告書２に記載した所得控除の額の合計額と同額である。 

（３）課税総所得金額 ２２９８万９０００円 

 上記金額は、上記（１）の総所得金額２３３６万９３４１円から上記（２）の所得控除の額
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の合計額３８万円を控除した後の金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規定により１００

０円未満の端数を切り捨てた後のもの）であり、原告が本件確定申告書２に記載した額と同額

である。 

（４）納付すべき税額 ６３９万９６００円 

 上記金額は、上記（３）の課税総所得金額２２９８万９０００円に所得税法８９条１項所定

の税率を乗じて算出した金額であり、原告が本件確定申告書２に記載した額と同額である。 

２ 本件通知処分２の計算について 

 原告の平成２４年分の納付すべき税額は、上記１（４）のとおり、６３９万９６００円である

ところ、当該金額は、原告が本件確定申告書２に記載した納付すべき税額と同額である。 

以上 


